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安倍政権の政策からエネ基・原子力小委へ

基本的視点（3E+S）
 安全性を前提として
 安定供給/経済効率性/環境適応
 原子力政策の再構築うたう

エネ基の2面性
 重要なベースロード電源と位置づける⇒規制委員会が適合と判断

した原発の再稼働

 原発依存度については、省エネルギー・再生可能エネルギーの導
入や火力発電所の効率化などにより、可能な限り低減させる

安全確保のための技術・人材の維持
使用済み燃料対策・高レベル放射性廃棄物処分・減容化研究

核燃料サイクル政策については、これまでの経緯等も十分に
考慮し、関係自治体や国際社会の理解を得つつ、再処理やプ
ルサーマル等を推進するとともに、中長期的な対応の柔軟性
を持たせる。



原子力政策の再構築

1.出発点としての福島原発事故の真摯な反省

2.福島の再生・復興に向けた取組

3.不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立

4.対策を先送りせず着実に進める取組

高レベル放射性廃棄物の最終処分への取組

使用済み燃料対策の強化・総合的推進＝貯蔵能力の拡大

核燃料サイクル、自治体・国際社会の理解を得つつ、再処理・プルサーマルの推進

廃棄物の減容化・有害度低減等の技術開発

中長期的な対応の柔軟性

5.国民、自治体、国際社会との信頼関係の構築

広聴・広報

立地自治体との信頼関係の構築

世界の原子力平和利用と核不拡散への貢献

参考）エネルギー基本計画の章立て（原発のみ）



小委の中間整理について
中間整理という表現と報告書の構造

マル印で事務局の意見

 ヤバネ印で「委員会での主な意見」

招聘者の発言概要

具体的な政策は示せず、方向性のみ

原発の割合：省エネ・再エネ・火力効率化を
先行、残りを原発（エネルギーミックス議論
）



依存度低減

廃炉人材の確保/立地地域の経済・雇用への影響緩和

廃炉廃棄物の処分

使用済み燃料貯蔵能力の拡大（乾式貯蔵）

廃炉会計制度

「廃炉に見合う供給能力の取扱を含めた我が国の原子力の将来
像が明らかになっていなければ、判断がしにくいという意見が
あった」

競争環境下に
おける原子力
事業の在り方

競争が進展した環境下においても、原子力事業者が〜事業者の
損益を平準化し、安定的な資金の回収・確保を図るなど財務・
会計面のリスクを合理的な範囲とする措置を講じる

競争環境下の
核燃料サイク
ル事業の在り
方

事業者が拠出金の形で発電時に資金を支払うことで安定的な事
業実施が確保されるスキームを構築

撤退が自由な株式会社の形態であることの課題（認可法人形式
等によって事業主体を確保すべきなど）

中間整理の内容



改定前の廃炉の会計処理法

浜岡１・２号炉はこの方
法で処理された



廃止措置時の発電所の状況

引き続き、減価償却を
続ける 廃止に必要

な追加設備
も減価償却

10年程度かけて

廃止費用不足額を
回収



解体引当金の変更

定額法

変
更

40年間の運転で積立



第２期WGの対応策

こちらも継続減価
償却へ改定

こちらも継続減価
償却へ改定

期間は10年



廃炉会計見直し、依存度低減につながるか

 事故前は５４基、事後により6基廃止⇒４８基へ

 福島第2原発4基は廃炉の可能性大←福島県の廃炉要求

 そのほか、再稼働困難と考えられる原発

⇒敦賀２、東通１（活断層）

⇒柏崎刈羽2〜4（中越沖地震以来停止中）

 40年を超える初期の原発5基⇒廃止の意向（3月中の判断）

 該当7基（玄海１、島根１、高浜１・２、美浜１・２、敦賀１）の

 高浜は運転期間延長の意向

 廃炉会計を改正しても、廃炉のインセンティブにはつながらない？



原発の割合（試算）

2020年 2030年
1.40年廃炉で増設なし（建設中も廃止）

設備利用率80％ 23.1 12.6
設備利用率70％ 20.2 11

2.40年廃炉、増設あり
島根３

島根、大間、
東通

設備利用率80％ 24.1 15.8
設備利用率70％ 21.1 13.8

3.運転延長（20年）増設なし
設備利用率80％ 28.9 28.1
設備利用率70％ 25.3 24.6

4.運転延長（20年）３基増設、現実廃炉想定
設備利用率80％ 20.4 21.5
設備利用率70％ 17.9 18.8

廃炉：東海２、敦賀２、東通１、KK1～5、浜岡3～5
5.現行適合申請分+運転延長

設備利用率80％ 15
設備利用率70％ 13.1

条件：電力9社の電力需要は2012年度の実績に基づき、変化なしとした（需要増が省エネと相殺）


